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令和７年度税制改正に関するアンケート 

 

公益財団法人 全国法人会総連合 

 

令和６年度税制改正では、賃金上昇が物価高に追いついていない国民の負担を緩和し、物価

上昇を十分に超える持続的な賃上げが行われる経済の実現を目指す観点から、所得税・個人住

民税の定額減税の実施や、賃上げ促進税制の強化等が行われました。また、資本蓄積の推進や

生産性の向上により、供給力を強化するため、戦略分野国内生産促進税制やイノベーションボ

ックス税制が創設され、スタートアップ・エコシステムの抜本的強化のための措置が講じられ

ました。加えて、グローバル化を踏まえてプラットフォーム課税の導入等が行われるとともに、

地域経済や中堅・中小企業の活性化等の観点から、事業承継税制の特例措置に係る計画提出期

限の延長や外形標準課税の適用対象法人の見直し等が行われました（令和６年度税制改正大綱

より）。 

こうした状況を踏まえ、全法連では２月１５日開催の税制委員会で令和７年度の税制改正に

関する提言の取りまとめに着手いたしましたが、その参考として会員の意向を把握するために、

単位会の役員、会員に対しアンケート調査を実施することといたしました。 

つきましては、後記アンケート項目について、その回答を別添回答用紙に記入の上、所属単

位会の指定する期日(単位会経由 全法連着４月２５日締切)までにご提出いただきますようお

願い申し上げます。 

なお、回答にあたっては「税制改正大綱の概要解説」（２・３ページ）を参考にしていただけ

れば幸いです。 

 

＊回答用紙は機械による自動読み取りを行うため、下記の要領でご記入下さい。 

― 回答用紙記入に際しての注意点 ― 

 

【選択肢】 

正：  を塗りつぶすか、✔ をつけて下さい。 

誤：  の外側に記入されたり、線が薄い場合は読み取れませんのでご注意下さい。 

 

 

 

【自由記述欄】 

回答欄におさまるように、はっきりとご記入下さい。 

 

【ＦＡＸで回答用紙を送信する場合】 

自動読み取りの精度向上のため、縮小しないで送信して下さい。 
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－ 令和６年度税制改正について（「税制改正大綱」の概要解説） － 

 

１．法人税 

【改正の概要】 

（１）賃上げ促進税制（中小企業向けの措置） 

  教育訓練費に係る税額控除率の上乗せ措置について、教育訓練費の増加割合が５％以

上等である場合に適用できることとし、くるみんやえるぼし（２段階目）以上の認定を

受けた場合に税額控除率に５％を加算する措置を加え、５年間の繰越控除制度を設けた

上で、その適用期限が３年間延長されました。 

 

（２）交際費課税の特例措置の延長と飲食費基準の見直し 

①中小法人の交際費課税の特例措置（定額控除限度額 800 万円まで損金算入可）と交際

費のうち接待飲食費の 50％までを損金算入できる特例措置（資本金 100 億円以下の大

法人も適用可）が３年間延長されました。 

②交際費等の範囲から除外される一定の飲食費に係る金額基準が 1 人当たり 1 万円以下

（改正前：5,000円以下）に引き上げられました。 

 

（３）中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入特例措置の延長 

   中小企業の少額減価償却資産の特例について適用期限が２年間延長されました。 

 

２．個人所得課税 

【改正の概要】 

（１）定額減税 

令和６年分の所得税・令和６年度分の個人住民税について、納税者及び配偶者を含めた

扶養親族１人につき、所得税３万円・個人住民税１万円が控除されます（納税者の合計所

得金額が 1,805万円以下である場合に限る）。 

 

（２）住宅ローン控除の拡充（子育て支援税制の先行対応） 

住宅ローン控除について、令和６年限りの措置として、子育て世帯等に対し、借入限度

額を、認定住宅は 5,000万円、ＺＥＨ水準省エネ住宅は 4,500万円、省エネ基準適合住宅

は 4,000万円へと上乗せされました。また、床面積要件が緩和されました。 

  

３．資産課税 

【改正の概要】 

法人版事業承継税制の特例措置に係る特例承継計画の提出期限の延長 

法人版事業承継税制の特例措置について、特例承継計画の提出期限が２年間延長されまし

た。 
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４．地方税 

【改正の概要】 

（１）外形標準課税の適用対象法人の見直し 

外形標準課税の対象法人について、現行基準を維持した上で、当分の間、前事業年度に

外形標準課税の対象であった法人であって、当該事業年度に資本金１億円以下で、資本金

と資本剰余金の合計額が 10億円を超えるものは、外形標準課税の対象となります。 

また、資本金と資本剰余金の合計額が 50億円を超える法人等の 100％子法人等のうち、

資本金が１億円以下で、資本金と資本剰余金の合計額が２億円を超えるものは、外形標準

課税の対象となります。 

 

（２）森林環境譲与税に係る譲与基準の見直し 

これまでの譲与税の活用実績等を踏まえ、「私有林人工林面積」の譲与割合を 5.5割（改 

正前:５割）、「人口」の譲与割合を 2.5割（改正前:３割）となりました。 

 

５．扶養控除等の見直し（税制改正大綱抜粋） 

・児童手当については、所得制限が撤廃されるとともに、支給期間について高校生年代まで延

長されることとなる。これを踏まえ、16歳から 18歳までの扶養控除について、15歳以下の

取扱いとのバランスを踏まえつつ、高校生年代は子育て世帯において教育費等の支出がかさ

む時期であることに鑑み、現行の一般部分（国税 38万円、地方税 33万円）に代えて、かつ

て高校実質無償化に伴い廃止された特定扶養親族に対する控除の上乗せ部分（国税 25万円、

地方税 12 万円）を復元し、高校生年代に支給される児童手当と合わせ、全ての子育て世帯

に対する実質的な支援を拡充しつつ、所得階層間の支援の平準化を図ることを目指す。 

 

・扶養控除の見直しについては、令和７年度税制改正において、これらの状況等を確認するこ

とを前提に、令和６年 10 月からの児童手当の支給期間の延長が満年度化した後の令和８年

分以降の所得税と令和９年度分以降の個人住民税の適用について結論を得る。 

 

６．防衛力強化に係る財源確保のための税制措置（税制改正大綱抜粋） 

防衛力強化に係る財源確保のための税制措置については、令和５年度税制改正大綱に則って

取り組む。なお、たばこ税については、加熱式たばこと紙巻たばことの間で税負担の不公平が

生じている。同種・同等のものには同様の負担を求める消費課税の基本的考え方に沿って税負

担差を解消することとし、この課税の適正化による増収を防衛財源に活用する。その上で、国

税のたばこ税率を引き上げることとし、課税の適正化による増収と合わせ、３円／１本相当の

財源を確保することとする。 

あわせて、令和５年度税制改正大綱及び上記の基本的方向性により検討を加え、その結果に

基づいて適当な時期に必要な法制上の措置を講ずる趣旨を令和６年度の税制改正に関する法

律の附則において明らかにするものとする。 
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－令和７年度 税制改正に関するアンケート－ 

 

問１ 中小企業向け税制 

令和７年度税制改正を検討するにあたり、中小企業向けの税制（法人税関係）で特に重 

視すべき点について、以下より３つ以内で選んで下さい。 

 

① 法人税の軽減税率の特例（１５％）の本則化等 

② 設備投資・研究開発を促進する税制の拡充 

③ 雇用拡大・賃金引上げを促進する税制の拡充 

④ 役員給与の損金算入の拡充 

⑤ 交際費課税の損金算入枠の拡大 

⑥ 欠損金の繰戻還付制度の拡充 

⑦ その他 

 

問２ 法人関係／企業の賃上げ 

  政府は持続的な賃上げを目指しておりますが、物価が高騰する中、中小企業の賃上げが

大きな課題となっています。令和６年度税制改正において、積極的な賃上げ等を促すため

の税制措置が講じられていますが、あなたの会社では今年の賃上げについてどう対応しま

すか。 

 

① 賃上げをする 

② 賃上げを検討したい 

③ 賃上げは難しい 

④ わからない 

⑤ その他 

 

問３ 消費税／インボイス制度① 

令和５年１０月１日から「インボイス制度」が導入されました。インボイスを交付する

ためには「適格請求書発行事業者」の登録申請が必要となりますが、あなたの会社におけ

る登録申請状況をお聞かせください。 

 

① 課税事業者であり、登録申請をしている 

② 免税事業者であったが、登録申請をした 

③ 免税事業者ではあるが、これから登録申請をする 

④ 免税事業者であるが、登録申請をするか検討中である 

⑤ 登録申請はしない 

⑥ その他 
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問４ 消費税／インボイス制度② 

課税事業者の方（現在は免税事業者ではあるが、課税事業者となる予定の方も含む）に

お聞きします。インボイス制度が導入されたことにより、具体的にどのような負担が増え

たのか、以下より３つ以内で選んで下さい（免税事業者の方は、空欄のままで結構です）。 

 

① 取引先が適格請求書発行事業者かどうかの確認作業 

② 受領した請求書等がインボイスの要件を満たしているかの確認作業 

③ インボイスの要件を満たしていない請求書等を受領した際の対応 

④ 会計帳簿の記入や会計ソフトの操作 

⑤ 従業員への社内教育・研修 

⑥ 事務負担の増加による人件費の負担増 

⑦ インボイス処理に伴う設備等への負担増 

⑧ 特に問題なく対応できている 

⑨ その他 

 

問５ 消費税／インボイス制度③ 

課税事業者の方（現在は免税事業者ではあるが、課税事業者となる予定の方も含む）に

お聞きします。今後の免税事業者との取引についてお考えをお聞かせください（免税事業

者の方は、空欄のままで結構です）。 

 

① これまでと変わりなく取引を行う 

② 課税事業者にならなければ取引は難しい 

③ ６年間の経過措置等が終了するまでは取引を行うが、その後については検討していない 

④ 取引をするかしないかについて検討していない 

⑤ その他 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

＜参考＞インボイス制度実施後６年間は、①免税事業者からの仕入れについて、仕入税額相当額

の一定割合を控除可能とする（令和５年１０月からの３年は８０％、令和８年１０月からの３年

は５０％の控除が可能）経過措置や、②基準期間における課税売上高が１億円以下又は特定期間

における課税売上高が５，０００万円以下である事業者が行う課税仕入れについて、当該課税仕

入れに係る支払対価の額が１万円未満である場合には、一定の事項が記載された帳簿のみの保存

により仕入税額控除を認める負担軽減措置が設けられています。 
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問６ 事業承継／後継者の決定状況 

あなたの会社を事業承継するに当たって、現時点での後継者の決定状況等について、お 

聞かせください。 

 

① 子や子以外の親族に事業承継する（後継者本人も承諾している） 

② 親族外に事業承継する（後継者本人も承諾している） 

③ 後継者は決まっていない（後継者候補に意思を確認していないを含む） 

④ 事業を売却する 

⑤ 事業承継はせず廃業する 

⑥ 当面、事業承継を行う予定はない 

⑦ その他 

 

問７ 事業承継／事業承継税制  

政府は、事業承継を促進するための税制支援策を講じています。これまでの改正を踏ま

えて、事業承継税制について特に重視すべき点を２つ以内で選んで下さい。 

 

① これまでの改正で十分であり、当面は利用状況等を注視する 

② 相続時精算課税制度など生前贈与制度の更なる拡充を求める 

③ 納税猶予制度の特例措置の更なる拡充・延長を求める 

④ 事業用資産を他の一般資産と切り離し、事業用資産への課税を軽減あるいは免除す 

る制度の創設を求める 

⑤ その他 

 

問８ 事業承継／相続税・贈与税納税猶予制度（特例措置） 

  令和６年度税制改正では、コロナの影響が長期化したことを踏まえ、相続税・贈与税納 

税猶予の特例制度における特例承継計画の提出期限が令和８年３月末まで２年延長され 

ました。平成３０年から令和４年までの特例承継計画申請件数は約１４，５００件であり、 

制度の利用が伸び悩んでいますが、その原因は何であると考えられますか。以下より３つ 

以内で選んで下さい。 

 

  ① 制度自体を知らない 

  ② 内容が複雑すぎてよく分からない 

  ③ 認定申請書類等の作成、手続きが煩雑 

  ④ 都道府県庁や税務署に一定期間ごとに報告・届出するのが手間 

  ⑤ 納税猶予を取り消された場合のリスクが大きい 

  ⑥ 納税猶予額相当の担保を提供する必要がある 

  ⑦ 時限措置であり、相続・贈与のタイミングが合わない 

  ⑧ 対応してもらえる専門家が少ない 

  ⑨ その他 
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問９ 地方税／固定資産税 

地方の自主財源として大きなウエイトを占める固定資産税は、その税収が景気に左右さ

れないことから地方税に適していると言われています。その一方で、負担感の高まりに伴

って、その軽減に向けた抜本的な見直しが必要との意見があります。固定資産税を見直す

とした場合、特に重視すべき点を２つ以内で選んで下さい。 

 

① 商業地等の宅地の評価方法を見直す 

② 家屋の評価方法を見直す 

③ 償却資産（事業用資産）への課税は廃止を含めて見直す 

④ 免税点を大幅に引き上げる 

⑤ わからない 

⑥ その他 

 

問 10 行財政改革 

国や地方では行財政改革に取り組みつつあるものの、国民が納得するような抜本的改革

は行われておりません。国・地方においては、どの項目を中心に見直すことが望ましいと

考えますか。特に優先すべき項目を以下より３つ以内で選んで下さい。 

 

① 国と地方の役割分担の明確化と地方への権限移譲 

② 公務員の人員削減および人件費の抑制 

③ 議員数の削減および歳費の抑制 

④ 議会のスリム化 

⑤ 客観的なデータに基づく政策立案とその効果検証 

⑥ 特殊法人や独立行政法人の見直し 

⑦ デジタル化による業務改革 

⑧ 積極的な民間活力の導入 

⑨ その他 

 

 

 

＜参考＞法人版事業承継税制は、後継者である受贈者・相続人等が、円滑化法の認定を受けてい

る非上場会社の株式等を贈与又は相続等により取得した場合において、その非上場株式等に係る

贈与税・相続税について、一定の要件のもと、その納税を猶予し、後継者の死亡等により、納税

が猶予されている贈与税・相続税の納付が免除される制度です。 

平成 30年度税制改正では、これまでの措置に加え、納税猶予の対象となる非上場株式等の制限

（総株式数の 3分の 2まで）の撤廃、納税猶予割合の引上げ（80％から 100％）等の特例措置が創

設されました（10年間の時限措置）。 
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問 11 税と社会保障 

  パート等が就労調整を行う要因の一つとして、社会保険や税制上の扶養に影響する「年 

収の壁」があると言われています。さらに、最低賃金の引き上げにより、扶養の範囲内で 

働くには就労可能時間が今までより少なくなってしまうことから、人手不足で悩む中小企 

業にとっては深刻な問題となっています。あなたの会社においてパート等の就業調整によ 

る影響について、お聞かせください。 

 

① 就業調整によって人員が確保できず困っている 

② 就業調整による影響はあるが、何とか対応している 

③ 就業調整による影響はほとんどない 

④ わからない 

⑤ その他 

 

問 12 社会保険の適用範囲の拡大 

従業員１０１人以上の企業で週２０時間以上働く等の短時間労働者（パート等）は、厚

生年金保険・健康保険の加入対象となっていますが、本年１０月からは「従業員５１人以

上」の企業にまで拡大されます。今後、企業規模要件をさらに見直していくことも検討さ

れていますが、どう考えますか。 

 

① 人材を確保するためにはやむを得ない 

② 社会保険料の企業負担が増加するので反対である 

③ わからない 

④ その他 

 

問 13 国民負担率 

  日本の国民負担率は４５．１％（令和６年度見通し、租税負担・社会保障負担の合計額

の対国民所得比）です。我が国は、少子高齢化、かつ人口減少という深刻な社会構造問題

を抱えており、今後の負担増が予想されますが、国民負担率についてどう考えますか。 

  

  ① 高すぎる 

② 現状程度でよい 

③ 低すぎる 

④ わからない 

⑤ その他  

 

 

 

＜参考＞各国の国民負担率（令和３年） 

 フランス ６８．０％、スウェーデン ５５．０％、ドイツ ５４.９％、英国 ４７．６％ 

 オーストラリア ４１．５％、米国 ３３．９％ 


